
 

事業事前評価表 

 

１．案件名 

国名： タンザニア連合共和国 

案件名：第 6 次貧困削減支援借款 

L/A 調印日：2009 年 3 月 3日 

承諾金額：2,000 百万円 

借入人：タンザニア連合共和国政府（The Government of the United Republic of Tanzania） 

２．計画の背景と必要性  

(1) 当該国の開発実績（現状）と課題 

我が国 ODA の重点国でもあるタンザニアは、80 年代始めまで社会主義経済政策を推進し、経済情勢の

悪化と経済社会開発の大幅な遅れを招く結果となった。1998 年以降、重債務貧困国として、我が国分を

含む合計 20 億ドル以上の対外債務削減を受けている。2002 年以降は約 7.0％の実質 GDP 成長率を維持

しているが、一人あたり GNI はいまだ 400 米ドル（2007 年）と低い水準にあり、貧困率も 35.7％を超

えていることから、貧困削減と経済成長の促進に向けた更なる改革が必要である。   
(2) 当該国の開発政策と本計画の位置づけ 

タンザニア政府は、2005 年に、向こう 5年間に亘り実施される国家計画上の貧困削減政策として「成

長と貧困削減のための国家戦略（National Strategy for Growth and Reduction of Poverty：NSGRP（ス

ワヒリ語で MKUKUTA））」を策定し、3 つのクラスター（①成長と所得貧困の削減、②生活の質と社会福

祉の改善、③良い統治及び説明責任）を上位目標として、各種改革に取り組んでいる。MKUKUTA で掲げ

られた開発課題の達成に向け、2001 年以降、タンザニアでは、援助効率向上とタンザニア政府のオーナ

ーシップ強化の観点から、政府、ドナー間の援助協調体制の構築が進んでおり、その中核となる援助モ

ダリティとして、一般財政支援（General Budget Support：GBS）が導入されている。GBS による援助資

金は、政府の一般会計に直接投入され、貧困削減政策に基づく支出に活用される。タンザニアでは、現

在、14 ドナーが GBS への供与を行っており、世界銀行の「貧困削減支援借款（Poverty Reduction Support 

Credit：PRSC）」は、この GBS の枠組みの中で 2003 年以降、5 次に亘り実施されてきた。本計画は、MKUKUTA

を支援する 5 年間の PRSC 全体プログラムの 3年目を支援するものである。 

(3) 当該国に対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国は 2008 年 5 月に TICADIV にて採択された「横浜行動計画」において、優先分野の一つとして「成

長の加速化」を掲げており、その具体的な支援分野として国境を越えた広い地域に裨益する経済社会イ

ンフラ整備、農業セクター及び民間セクター開発等を重視するとしている。他方、現在策定中のタンザ

ニア国別援助実施方針（案）では、タンザニア政府が MKUKUTA の目標を推進していけるよう、民間投資の基

盤となる運輸・電力等のインフラ整備、同国の経済成長の核であるとともに貧困削減の鍵である農業開発、及び

ガバナンスの強化を援助重点分野として掲げている。また、政府財政への資金援助を通じた政策・制度改善と、

プロジェクト型支援による設備投資・技術協力を組み合わせた支援を行うことにより、今後より一層双方が相乗

的に効果を発揮できるような支援を展開する方針である。 

(4) 他の援助機関の対応 

前述のとおりタンザニアでは、世界銀行（世銀）、英国を中心として 14 ドナーが一般財政支援への供

与を行っている。世界銀行は、タンザニア国別援助戦略（Country Assistance Strategy：CAS）（2007 年



度～2009 年度）を策定し、MKUKUTA を中核とした支援を行うことを謳っている。なお、PRSC6 に対しては

約 150 百万米ドルの供与を行っている（2008 年 11 月）。英国は、対タンザニア支援金額において二国間

最大のドナーである。支援総額の大部分を GBS に充て、広域経済開発による貧困削減や政府の説明責任

能力強化に的を絞ったプロジェクト型支援と共に、支援を行っている。2008 年度は、103.5 百万ポンド

（約 188.5 百万米ドル）の供与を行っている（2008 年 9 月）。現在の GBS 議長であるアフリカ開発銀行は、

2004 年度から「貧困削減支援ローン（Poverty Reduction Support Loan：PRSL）」を供与して GBS に参加

しており、2008 年度は、約 88.5 百万米ドルを供与予定である。 

(5) 計画の必要性 

JICA が、貧困削減に向けた成長の重要性を明確化した MKUKUTA 遂行を目標に掲げ、且つ、タンザニア

政府が最も望ましい援助モダリティと位置付けている GBS を支援するにあたり、引き続き、政策・制度

改革に係る政策提言を行う PRSC（プログラム型借款）を支援することは、タンザニアにおける効果的且

つ包括的なインフラ開発政策策定への知的貢献を行うことを可能とし、さらには、TICADIV にて掲げられ

た優先分野の一つである「成長の加速化」における主な支援分野でのプロジェクトの効果を高めるとい

う点においても、大きな意義がある。よって、本計画の必要性・妥当性は高い。 

３．計画概要  

(1) 計画の目的 

本計画は、タンザニア政府が MKUKUTA に基づいて進めているインフラ関連政策の改善などの各種改革

を、財政、及び政策提言を通じて支援することにより、これら政策課題の達成を図り、もってタンザニ

アの経済成長を通じた貧困削減に寄与することを目的とする。 

(2) 計画概要 

本計画は、PRSC4及びPRSC5に引き続き、MKUKUTAで掲げられている3つのクラスターを枠組みとした開

発政策を支援するものである（各クラスターの開発目標とゴールは、参考資料１参照）。JICAは、上記開

発政策のうち特にインフラ関連政策の改善を中心に支援するため、主として、運輸・電力政策の実施状

況をPRSC7供与のトリガーイベント（次期PRSC7供与の判断基準）とする。 

(3) 総事業費（うち円借款対象額：2,000 百万円） 

(4) 計画実施体制 

 1) 借入人：タンザニア連合共和国政府 

 2) 計画実施機関：財務経済省 

 3) 体制：毎年 10 月～11 月に開催される GBS 年次レビューにおいて MKUKUTA のクラスター目標に対応

した GBS 共通の評価枠組み（Performance Assessment Framework：PAF）に基づいたモニタリング・評

価が行われる。 

(5) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠：本計画は特段の環境影響が予見されないセクター（財政支援）であり、且

つ「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002 年 4 月制定）に掲げる影響を

及ぼしやすい特性や影響を受けやすい地域に該当しないため、カテゴリ Cに該当する。 

2) 貧困削減促進：本計画は、タンザニアの貧困削減と成長の達成を目指す MKUKUTA を支援するもので

あり、計画の方向性そのものが貧困削減を目的としたものである。従って、本計画の実施によって、

貧困を生み出しかつ貧困層が不利になる経済社会構造の歪み・規制の除去が促進されることが期待



される。本計画は、JICA 定義の貧困対策案件に該当する。 

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等）：本計画で

は支援する MKUKUTA のクラスター2「生活の質と社会福祉の向上」では、宗教、地域、収入、年齢、

ジェンダーによる格差の減少、障害者等社会的に最も脆弱なグループの不平等を是正することが謳

われている。 

(8) 他ドナー等との連携：協調融資先の世界銀行の他、GBS に参加している 14 ドナーと緊密に連携。 

(9) その他特記事項：貧困削減戦略支援無償（5.2 億円） 

【内訳】：農業（3.2 億円）、公共財政管理（0.5 億円）、地方自治体開発交付金（1.0 億円）、 

地方行政改革第二フェーズ（0.5 億円） 

4. 計画効果 

(1) 運用・効果指標 

本計画の評価は、MKUKUTA のクラスター目標に対応した、経済社会開発上の効果を測定する PAF によって

行う。（各クラスターの指標名と基準値、目標値は、参考資料２参照）。 

(2) 内部収益率：対象外 

5. 外部条件・リスクコントロール 

タンザニアの経済成長及び貧困削減の進展については、天候に依存する農作物生産の影響、原油を始

めとした貿易等、国際的な経済情勢に左右される恐れがある。 

6. 過去の類似案件の評価結果と本計画への教訓 

過去の構造調整借款は、被援助国の個別の政治・社会状況を必ずしも考慮しない経済自由化、民営化

などの政策をドナー側がコンディショナリティとして課して推進したことにより、失業、低賃金労働、

通貨の下落等の経済不安を引き起こしたとの批判がある。GBS はタンザニア側のオーナーシップが重視さ

れており、国家開発計画である MKUKUTA に基づき、政府・ドナー間の対話を通じた政策目標の設定が行

われる。 

また、協調融資案件において、特に協調融資機関の数が多い場合には、全ての協調融資機関同士の連絡

を徹底させ、常に対象事業に関する種々の認識を一致させておくよう、十分配慮していく必要がある、と

の教訓を得ている。本計画においては、タンザニア政府及び協調融資機関である世銀に加え、GBS に参画

する他ドナーとの間で「パートナーシップ枠組の覚書（Partnership Framework Memorandum：PFM）」、及

び前述の PAF が合意され、そのモニタリングを行う協調体制が確立しており、JICA としても政策協議の場

となる GBS レビュー会合、各セクター・テーマ別のワーキンググループの活動に積極的に関与しながら、

情報共有・プログラム内容の調整・合意に努める。 

7. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標：4.に同じ 

(2) 今後の評価のタイミング：計画完了後1 

                                                  
1 GBS ドナーは、MKUKUTA を支援する 5ヵ年に亘る一般財政支援（2005/06～2009/10）終了後に事後評価を行う際に、例年の GBS

年次レビューで実施している、クラスター毎の評価を踏まえた総合的な PAF 進捗評価に加えて、MKUKUTA が掲げる究極の目標

（2010 年までに貧困率を半減（約 19％）する）の達成を評価する予定である。2007 年 10 月の GBS 年次レビューでは、PAF

評価指標の見直しが行われ、今後も見直しがなされる可能性はあるが、GBS ドナーは、2010 年時点の事後評価では、2009 年

度の GBS 年次レビューにおいて更新された PAF の評価項目に基づき、総合的 PAF 進捗評価及び MKUKUTA の評価を行ってゆく予

定である。JICA は、ドナー協調の観点からも、他 GBS ドナーと歩調を合わせ、2009/10 後の事後評価では、2009 年度の GBS

年次レビューにおいて更新された PAF の評価項目に基づき、総合的 PAF 進捗評価（インフラストラクチャー開発を通じた所得

貧困の削減に焦点を当てる）及び MKUKUTA の評価を行ってゆくことと致したい。 

 



参考資料１．MKUKUTA のクラスター構成 

 

クラスター・開発目標 ゴール 

① 成長と所得貧困の削減 

・裾野の広く公平な成長の達成と持続 

 

1. 健全な経済運営の確保 

2. 持続的で裾野の広い成長の促進 

3. 都市と農村地域における世帯レベルでの食糧の確保、アクセ

スの改善 

4. 農村地域における男女双方の所得貧困の削減 

5. 都市地域における男女双方の所得貧困の削減 

6. 廉価かつ信頼性の高いエネルギーの消費者への供給 

② 生活の質の改善と社会福祉 

・生活の質と社会福祉の確保、特に

最貧困層と最も脆弱な人々のグルー

プへ配慮 

・地域、所得、年齢、ジェンダー等

の区分けにおける格差を減少 

1. 男女のための質の高い初等・中等教育へのアクセス、普遍的

成人識字の達成、及び高等・技術並びに職業教育の拡大 

2. 全ての子供と女性、特に脆弱層グループの生存、保健、及び

福祉の改善 

3. 清潔で廉価、安全な水・衛生・最低限の住居と安全で持続的

な環境へのアクセス向上と、環境悪化による脆弱性の低減 

4. 適切な社会保護と最も脆弱な人々への基礎的サービスの供給 

5. 全人口が質の保証された廉価な公共サービスを享受できる効

果的なシステムの確保 

③ 良い統治及び説明責任 

・良い統治と法による支配の確保 

・効果的な腐敗の防止と情報へのア

クセスを通じてリーダーと公務員の

アカウンタビリティを確保 

・民主主義と政治的、社会的寛容の

深化 

・平和、政治的安定、国家的統一及

び社会的結合の構築と維持 

1. 民主的、参加型、代表制、アカウンタブルで包括的なガバナ

ンス構造とシステム及び法制度の確立 

2. 効果的な腐敗防止を伴う公的資金の公平な分配 

3. サービス供給改善と貧困削減の基礎となる効果的な公共サー

ビスの枠組みの確保 

4. 司法システムにおける貧困層と脆弱性の権利の保護と促進 

5. 政治的、社会的疎外と不寛容の低減 

6. 人的、物的保証の改善、犯罪の低減、性的虐待及び家庭内暴

力の撲滅 

7. 国家文化アイデンティティの高揚と推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考資料 2．GBS パフォーマンス評価枠組み（PAF） 

 

クラスター・指標名 基準値（原則 2005）2 目標値（2010） 

① 成長と所得貧困の削減 

貧困率 35.7%3(2000) 24.0% 

タンザニア国内全体における発電設備

容量及び設備稼働率 

（約 60％水力、残り火力等） 

【発電容量】 

889MW 

1062MW（2007） 

【稼動率】 

62% 

75％（2007） 

【発電容量】 

1,278MW 

 

【稼動率】 

85％ 

タンザニア国内全体における電力にア

クセス可能な人口割合 

8.2%（2.982 百万人） 

11.1％（4.329 百万人）

（2007） 

20％（8.5 百万人） 

タンザニア国内全体における良好な状

態（優及び良）の幹線道路及び地方道路

の割合 

【優4】 

47％ 

42％（2007） 

【良】 

35％ 

37％（2007） 

【優】 

75％ 

 

【良】 

20％ 

タンザニア国内全体における良好な状

態（優及び良）の農村道路の割合 

50％ 

55％（2007） 

75％ 

コンテナ船が荷を下ろしてから、その荷

物が引き渡されるまでに要する、コンテ

ナ船一台分当たり平均日数5 

11.95 日  

13.00 日（2007） 

8 日 

農業開発無償6を享受する郡（District）

の数 

84 郡（2006） 

102 郡（2007） 

132 郡 

農業 GDP 成長率 

 

5.4％  

4.1％（2007） 

10％ 

民間セクター主導型成長のための環境

改善（Doing Businessランキング7） 

150 位  

132 位（2007） 

99 位 

                                                  
2 毎年 10～11 月頃に行われる GBS 年次レビューにおいて、PAF 評価指標の見直しが行われ、妥当ではない、または取得が困難で

ある指標については、見直しが行われる。尚、事後評価の際の基準値は、基本的には 2005 年の値となるが、今回は途中経過

が明らかなものについては赤字にて記載した。 
3 PAF 作成時（2005 年）の貧困率最新データである「2000/01 年度家計調査」結果による。 
4 インフラ開発省が、道路状況の見た目や、車輌の走行可能速度等を鑑みて、優、良の評価を行う。なお、走行速度が 80Km/1h

以上の場合には、優と判断されるとのことである。 
5 対象港湾は、同国の最大の荷揚げ量を誇るダルエスサラム港。 
6 中央政府より地方政府に供与される農業開発のための無償資金であり、一定の条件（開発計画の提出等）を満たした場合に供

与されるもの。 
7 世界銀行が 178 カ国に対して策定しているビジネス環境に係るランキング。ビジネス参入、ライセンス取得、雇用、税制等に

ついて評価し、ランキングをするもの。 



天然資源部門（林業、漁業、野生生物等）

からの歳入が、その推計額（本来あるべ

き税収）に反映されている割合8 

4-15％（2007） 50％ 

②生活の質の改善と社会福祉 

ダルエスサラム市内での、廃棄物処理が

実施されている地域の割合 

設定中 

ダルエスサラム市内での、排水処理機能

のある工場の割合 

設定中 

タンザニア国内全体における環境管理

条例実施のための投資をしている郡の

数 

設定中 

 

タンザニア国内全体におけるジフテリ

ア、百日咳、破傷風、B 型肝炎に対する

ワクチンを 3回接種した 2歳以下の子供

の割合 

81%  

87％（2007） 
85% 

タンザニア国内全体における医療従事

者の立ち会いの元で行われた出産の割

合 

62.8%（2006） 

65.0％（2007） 
80.0% 

タンザニア国内全体における結核完治

率 
82.6％ 80.0％ 

タンザニア国内全体におけるHIV感染が

進行しており抗レトロウィルス(ARV)併

用療法を受けている人の数 

60,000 人 110,000 人 

タンザニア国内全体における 15 歳～24

歳までの年齢グループの HIV 感染率 4.0%（2003） 4.0% 

タンザニア国内全体における初等教育

の純就学率 
94.8%  

97.3％（2007） 
99.0% 

タンザニア国内全体における第7学年か

ら中等学校第 1学年への進学率 
36.1%  

67.5％（2007） 
67.5% 

タンザニア国内全体における高等教育

の総就学率 

0.27%（2002） 

1.22％（2007） 
6.0％ 

タンザニア国内全体における、初等教育

機関での、教師一人に対する生徒の割合
73 人（2007） 62 人 

水道管或いは保護された水源からの清

潔且つ安全な水アクセスがある人口割

合 

53％（地方）（2003） 

55.7％（2007） 

73％（都市）（2003） 

78.0％（2007） 

65％（地方） 

90％（都市） 

③良い統治及び説明責任 

                                                  
8 政府、ドナー間共同で実施された森林部門の調査で、同部門からの歳入において多額のロスが指摘されたところ、その推計額

（本来あるべき税収）の少なくとも 50 パーセントの徴収実績を上げることを目標としている。算出根拠の内訳詳細（税の種類、    

部門別の推計等）に関する情報は定かではないが、所得税、付加価値税、輸出税等が考えられる。 



反腐敗局が重大な腐敗事件を起訴する

割合 

20％ 50％ 

2 年以上継続中の裁判数の割合 

 
70％もしくは 58.0％9 40.0％ 

地方政府に配分されている政府予算割

合 

16.1％（FY06/07） 

19.7%（FY07/08） 

25％ 

④（⑤）マクロ経済安定、財政配分、及び公共財政管理 

会計監査院（NAO）が、2010 年までに、

国際監査機関（Afrosai）の定める基準

のレベル 3に達する 

NAO 国際監査基準導入

開始 

Afrosai の定める基準

のレベル 3に到達 

2004 年公共調達法に準拠する調達事業

体の数 

 

 
全体の 10％ 

 
全体の 80％ 

会計管理主体が、3 ヶ月各の財政キャッ

シュフロー予測及び、四半期各の流動性

管理計画を作成する 

 

‐ 

3 ヶ月各の財政キャッ

シュフロー予測及び、

四半期各の流動性管

理計画の作成 

承認された予算が、広く政策目標に合致

していること（MKUKUTA、セクター政策）

 
‐ 

 
乖離減少 

支出実績と承認された予算との乖離率 

 
18％  

17%（2006） 

 
10％ 

対 GDPの財政赤字（無償支援受け取り後）

の割合が、IMF 貧困削減・成長ファシリ

ティ（Poverty Reduction and Growth 

Facility：PRGF） の目標と一致してい

ること 

6.0％  

5.0％（FY06/07）  

 

PRGF 目標値 

 

インフレ率が PRGF の目標と一致してい

ること 

 

4.5％ 

6.3%(FY06/07) 
PRGF 目標値 

 

                                                  
9 指標が二つある理由については、本指標の定義が定まっていないことによるもの。現在、ドナー及び政府間で一本化に向けて

見直しがなされている。 


